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特別調査 結果の概要 

－市内企業における雇用環境と取引形態の変化について－ 

特別調査回収数４４９社 （回収率：４５．１％） 

 市内本社企業 市外本社企業 

 大企業 中堅企業 中小企業  
合 計 

製造業 
２０ 

（４４） 

２８ 

（６０） 

１５６ 

（３２４） 

２７ 

（５４） 

２３１ 

（４８２） 

非製造業 
２９ 

（７１） 

９９  

(２２９) 

５９ 

（１２１） 

３１ 

（９２） 

２１８ 

（５１３） 

合 計 
４９ 

（１１５） 

１２７ 

（２８９） 

２１５ 

（４４５） 

５８ 

（１４６） 

４４９ 

（９９５） 

 注 下段の（ ）内は発送企業数 

  

Ｉ 人材の過不足感について 

（１）正社員 

 正社員の過不足感は，「適正」と回答した企業は56.6％であったが，「過剰」も24.5％と「不足」（12.7％）

を 10ポイント以上上回っている。業種別でみると製造業は非製造業と比較してより過剰感が強くなってお

り，特に，鉄鋼・金属等，石油・化学等，電気・精密等で「過剰」が大きく「不足」を上回っているのを

はじめとして，ほとんどの業種で「過剰」超となっている。非製造業では，建設業，小売業で「不足」超

となっているが，逆に，情報サービス業，不動産業では「不足」超となっている。 

 規模別では，大企業，中小企業，市外本社企業では「過剰」が「不足」を上回っており，特に大企業で

は「不足」と回答した企業がなく，39.0％の企業が「過剰」と回答している。中堅企業では「過剰」と「不

足」は同程度となっている。 

               表１ 正社員の過不足感           （％） 

  
不足 適正 過剰 該当なし 

「不足」－ 

「過剰」 

回答 

企業数 

全産業  12.7 56.6 24.5 6.2 -11.8 339

製造業  10.5 49.4 33.1 7.0 -22.6 172

 食料品等 8.3 58.3 33.3 - -25.0 12

 繊維・衣服等 - 100.0 - - 0.0 5

 石油・化学等 10.0 40.0 40.0 10.0 -30.0 10

 鉄鋼・金属等 12.1 36.4 45.5 6.1 -33.4 33

 一般機械 7.1 57.1 25.0 10.7 -17.9 28

 電機・精密等 10.9 47.8 39.1 2.2 -28.2 46

 輸送用機械 15.4 38.5 38.5 7.7 -23.1 13

 その他製造業 10.5 52.6 15.8 21.1 -5.3 19

非製造業  15.0 64.1 15.6 5.4 -0.6 167

 建設業 3.6 71.4 21.4 3.6 -17.8 28

 運輸・倉庫業 11.8 76.5 11.8 - 0.0 17

 卸売業 10.7 71.4 10.7 7.1 0.0 28

 小売業 12.5 52.5 25.0 10.0 -12.5 40

 不動産業 25.0 75.0 - - 25.0 4

 情報サービス業 35.0 55.0 10.0 - 25.0 20

 その他非製造業 20.7 62.1 10.3 6.9 10.4 29

大企業  - 61.0 39.0 - -39.0 41

中堅企業  14.4 67.0 14.4 4.1 0.0 97

中小企業  14.9 49.4 26.0 9.7 -11.1 154

市外本社企業  12.8 55.3 27.7 4.3 -14.9 47
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（２）年齢別 

 年齢別にみると，「36～45 歳」以下の年齢層では，「不足」が「過剰」を上回っている一方で，「46～55

歳」以上の年齢層では「過剰」が「不足」を大きく上回っており，正社員の過不足感は年齢層によって大

きな差異がみられる。規模別にみると，「36～45歳」以下の層で不足感が強く，「46～55歳」以上の層で過

剰感が強くなっていることは各規模ともに同様であるが，大企業，市外本社企業では各年齢層において「過

剰」回答が相対的に高くなっている。 
図１ 人材の過不足感（年齢別） 
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図２ 人材の過不足感（年齢別）：企業規模別 
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（３）職種別 

 職種別にみると，「管理職」，「製造，建設・土木等の現業部門」では，「過剰」が「不足」を上回ってお

り，特に「管理職」は「過剰」回答の割合が 32.4％と非常に高くなっている。その他の職種については，

事務系では，「総務部門」，「財務・経理部門」で「適正」の回答割合が非常に高く，「不足」と「過剰」の

回答割合もほぼ同程度となっているのに対し，「営業・販売」，「事務系の専門職」では，10 ポイント以上

「不足」が「過剰」を上回っている。また，技術系の職種は全体的に，事務系と比較して「不足」回答の

割合が高くなっており，特に「研究開発・設計・生産・技術等の技術職」，「ＳＥ・プログラマー等のソフ

ト技術職」で「不足」が「過剰」を大きく上回っている。 

 規模別にみると，「管理職」は全ての規模で「過剰」が「不足」を上回っており，特に大企業，市外本社

企業においては過剰感が強い。事務系の職種については，大企業，市外本社企業においては，ほとんどの

職種で「過剰」が「不足」を上回っているのに対し，中堅企業，中小企業ではいずれも「不足」超となっ

ており，規模によって過不足感に差異がみられる。中でも，「営業・販売」は，大企業，市外企業では「不

足」と「過剰」がほぼ同程度となっているのに対して，中堅企業，中小企業で「不足」が「過剰」を大き

く上回っている。一方，技術系の職種については，いずれの規模においても，「不足」が「過剰」を上回っ

ており，特に，大企業及び中小企業における「研究開発・設計・生産技術等の技術職」の不足感が強くなっ

ている。 

 

図３ 人材の過不足感（職種別） 
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図４ 人材の過不足感（職種別）：企業規模別 
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Ⅱ 取引形態の変化について 

（１）主要受注先の売上比率の変化 

 過去３年間における主要受注先との売上比率の変化（主要製品の販売先が「企業・団体」と回答した企

業のみ）については，「やや減少」，「大幅に減少」を合わせると54.8％の企業が減少したと回答しており，

主要受注先との関係に変化が起きている企業が多くなっている。業種別にみると，製造業において，より

減少回答の割合が高くなっており，規模別では，規模が小さくなるほど減少回答割合が高くなるという特

徴がみられる。 

 主要受注先の売上比率が減少した理由としては，「受託企業間の競争激化」が 39.1％ともっとも高く

なっており，次いで「受注先による委託企業の絞り込み」16.7％，「受注先の海外進出」14.6％となってい

る。これを業種別にみると，製造業では，「受注先の海外進出」が非製造業に比べて高くなっており，非製

造業では「受託企業間の競争激化」が製造業と比較して高い。また，規模別では，市外本社企業，中堅企

業において，特に「受託企業間の競争激化」が高くなっている。 

図５ 主要受注先の売上比率の変化：３年前～現在 
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図６ 主要受注先の売上比率減少理由 
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 今後の３年間については，増加回答の割合は26.1％と３割近くに達しており，過去３年間（図５）と比

較すると高くなっているものの，「大幅に減少」，「やや減少」も合わせて 39.4%と４割近くに達している。

業種別では，製造業では，減少回答が増加回答を上回っているのに対し，非製造業では増加回答と減少回

答の割合がほぼ同程度となっている。また，規模別では，規模が小さくなるほど，減少回答が高くなる傾

向がみられる。 

図７ 主要受注先の売上比率の変化：現在～３年後 
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（２）取引条件や取引先の要望の変化 

 過去３年間における取引条件や取引先の要望の変化をみると（主要製品の販売先が「企業・団体」と回

答した企業のみ），コスト削減要求については，「厳しくなった」とする企業が91.7％にのぼっている。業

種別にみると，「厳しくなった」とする企業の割合が製造業は94.0％に達し，非製造業の88.4％より若干

高くなっている。規模別にみても，全ての規模で８割以上が「厳しくなった」としており，市外本社企業

では 100％に達している。また，コスト削減要求が「厳しくなった」とする企業について，対応の有無を

確認したところ，「対応した」は95.1％にのぼっており，大企業では100％に達している。 

図８ コスト削減要求（業種別，規模別） 

対応の有無

95.1 94.4 96.1
100.0

95.5 94.6 92.5

4.9 5.6 3.9 4.5 5.4 7.5

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全産業 製造業 非製造業 大企業 中堅企業 中小企業 市外本社
企業

対応した 対応していない

取引先の要望

91.7 94.0 88.4
82.9

89.0 93.0
100.0

8.3 6.0
11.6

17.1
11.0

7.0

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全産業 製造業 非製造業 大企業 中堅企業 中小企業 市外本社
企業

厳しくなった 変化なし 穏やかになった
 



 -7-

 過去３年間における納期の短縮要求をみると，59.5％の企業が「厳しくなった」としており，「変化なし」

とする企業の40.5％を上回っている。業種別にみると，製造業では「厳しくなった」が67.5％となってお

り，非製造業と比較して高い割合となっているのに対し，非製造業では「変化なし」が52.6％と「厳しく

なった」（46.4％）を上回っている。規模別にみると，大企業，中小企業，市外本社企業は「厳しくなった」

が「変化なし」を上回り６割以上の割合を示しているのに対し，中堅企業では「変化なし」が「厳しくなっ

た」を上回っている。また，納期の短縮要求が「厳しくなった」とする企業について，対応の有無を確認

したところ，「対応した」は 95.6％にのぼっており，全ての業種，規模で９割以上が「対応した」と回答

している。 
図９ 納期の短縮要求（業種別，規模別） 
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 過去３年間における電子決済・取引の要求をみると，「変化なし」とする企業が69.0％で，「厳しくなっ

た」とする企業は31.0％となっている。業種別，規模別にみても，大きな差異はみられないが，市外本社

企業において，「厳しくなった」とする回答が他規模と比較して高くなっている。また，「厳しくなった」

とする企業について，対応の有無を確認したところ，「対応した」は70.9％，「対応していない」は29.1％

となっている。また，規模が小さくなるほど「対応した」という回答が高くなるという傾向がみられ，中

小企業では「対応した」が７割を超えているのに対し，大企業では，５割強にとどまっている。 
図 10 電子決済・取引の要求（業種別，規模別） 
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（３）取引先企業数，顧客数の変化 

 過去３年間における取引先企業数，顧客数の変化についてみると，「ほぼ不変」が 42.9％で最も高く，

次いで「減少した」(31.5％), 「増加した」(25.6％)の順となっており，「減少した」が「増加した」をや

や上回っている。業種別にみると，製造業では，「ほぼ不変」の割合が相対的に高くなっており，「減少」

と「増加」の差も非製造業と比較して小さくなっている。一方，非製造業は，製造業と比較すると「減少

した」という回答が高く，10ポイント近く「減少」が「増加」を上回っている。規模別にみると，全ての

規模で「ほぼ不変」が最も多いが,大企業では「増加した」が「減少した」を上回る割合となっている。 

図11 取引先企業数，顧客数の変化：３年前～現在（業種別，規模別） 
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過去３年間における取引先企業数，顧客数の変化で「増加した」と回答した企業の増加理由としては,

「営業力の強化」（64.3％）,「新規市場の開拓」(63.4％)の回答割合が高くなっている。 

業種別にみると,製造業では「新規市場の開拓」，「新商品の開発」が非製造業と比較して高くなっており，

非製造業では「営業力の強化」が７割を超えて最も多い回答となっている。 

規模別にみても,「営業力の強化」と「新規市場の開拓」が高い割合を示しているが，中堅企業では「営

業力の強化」が特に高くなっており，また，中小企業,市外本社企業では「新商品の開発」が他の規模と比

較して高い割合となっている。 

図12 増加理由：３年前～現在（複数回答） 

0

10

20

30

40

50

60

70

80％

全産業 64.3 32.1 63.4 17.9 8.0

製造業 57.1 44.6 69.6 16.1 3.6

非製造業 71.4 19.6 57.1 19.6 12.5

営業力の強化 新商品の開発 新規市場の開拓
インターネット

の活用
その他

0

10

20

30

40

50

60

70

80％

大企業 60.0 20.0 60.0 20.0 20.0

中堅企業 75.8 24.2 69.7 18.2 9.1

中小企業 58.9 39.3 60.7 19.6 3.6

市外本社企業 62.5 37.5 62.5 0.0 12.5

営業力の強化 新商品の開発
新規市場の

開拓

インターネット

の活用
その他

 



 -9-

 今後３年間の取引先企業数，顧客数についてみると，「ほぼ不変」が 47.1％で最も高く，次いで「増加

する」(31.3％),「減少する」(21.6％)の順となっており，「増加」が「減少」を上回っている。業種別で

は大きな差異はみられないが，製造業でより「ほぼ不変」の回答割合が高くなっている。規模別にみると，

規模が大きいほど「増加する」という回答が高く，大企業では「増加する」が42.2％と，「減少する」（6.7％）

を大きく上回っている。 

図13 取引先企業数，顧客数の変化：現在～３年後 
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（４）海外との取引の変化 

 過去３年間における海外との取引の変化についてみると，「行っていない」が 59.7％で最も高く，次い

で「ほぼ不変」(18.9％), 「拡大した」(11.8％)の順となっている。業種別にみると，製造業では，非製

造業と比較して，海外と取引を行っている企業の割合が高く，「拡大した」という回答は非製造業の２倍以

上高くなっている。規模別にみると,中堅企業,中小企業では「行っていない」が６割を超えているのに対

し,大企業,市外本社企業では，「行っていない」は４割程度となっている。大企業では「拡大した」と回答

した企業も３割を超え，他の規模に比べて高い割合となっている。 

図14 海外との取引の変化（業種別，規模別） 
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 今後３年間の海外との取引の意向についてみると，「行うつもりはない」が 56.8％で最も高く，次いで

「拡大したい」(25.4％),「ほぼ不変」(16.3％)の順となっている。現在（図 14）と将来意向を比較する

と，「行っていない」と「行うつもりはない」の回答割合はほぼ同水準となっている。業種別にみると，製

造業では「拡大したい」とする企業が３割を超え，非製造業に比べ高い割合となっているのに対し，非製

造業では「行うつもりはない」が製造業に比べ高い回答割合となっている。規模別にみると，大企業では

「拡大したい」が55.6％と５割を超えている一方で，中堅企業，中小企業では「行うつもりはない」が６

割を超えており，海外取引についての将来意向は，企業規模によって大きな差異がみられる。 

図15 海外との取引の変化（現在～３年後）（業種別，規模別） 
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（５）新規取引先の開拓 

 新規取引先の開拓については，「開拓を行っており，新規取引先が増加している」が 51.9％で最も高い

回答となっているが，「開拓を行っているが，新規取引先の獲得は実現していない」も 39.5％と４割近く

にのぼっている。また，「開拓を行っていない」とした企業は全体の１割弱となっている。 

 業種別にみると，非製造業では製造業と比較して「開拓を行っており，新規取引先が増加している」が

高くなっており，逆に，製造業では「開拓を行っているが，新規取引先の獲得は実現していない」が非製

造業と比較して高くなっている。また，規模別にみると，中小企業では「開拓を行っており，新規取引先

が増加している」の回答が45.3％にとどまっているのに対して，大企業では73.9％に達している。 

図16 新規取引先の開拓（業種別，規模別） 
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（６）新規取引先の開拓にあたっての問題点 

 新規取引先の開拓にあたっての問題点としては,「価格競争への対応」が65.0％で最も高く,次いで「営

業・販売力」(48.6％),「他社との製品の差別化」(35.7％)の回答割合が高くなっている。業種別にみても,

ほぼ同じ回答割合となっており業種別差異はみられない。 

図17 新規取引先の開拓にあたっての問題点（業種別：２つまで回答）
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 新規取引先の開拓にあたっての問題点を規模別にみると，全ての規模で「価格競争への対応」が最も高

くなっているが,大企業では「他社との製品の差別化」が６割近くと，他の規模と比較して回答割合が高く

なっている。 

図18 新規取引先の開拓にあたっての問題点（規模別：２つまで回答）
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